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私は、渡邉秀央会長とともに、この 4 年

間で 20 数回、ミャンマーに通いました。そ

のなかでミャンマーの経済的発展と産業近

代化のためにはインフラの整備、わけても

電力供給、情報通信網、鉄道や道路、さら

には金融制度などの整備が重要だと考え、

その実現のために協会としても力を注いで

きました。その結果、電力整備や情報通信

基盤、銀行システムなどと並行して、3 大メ

ガバンクの支店開設許可の取得、ティラワ

経済特区の整備などが進んできました。 

しかし、これらを整備しても、これを担

う人材が十分に供給されなくては、その維

持管理はもとより、その効率的な運用も叶

いません。鉄路や電力装備のメンテナンス、

金融システムの管理運用などを担うスキル

を持った技能系労働者を育てていく仕組み

を同時に立ち上げるとともに、こうした人材

を重用する風土と制度を整備することが非

常に重要だということに気づかされました。 

それは例えば、ヤンゴンの環状線と東京

の山手線との比較に一目瞭然です。ヤンゴ

ン環状線の基幹は 1925 年の開業です、こ

れは日本の山手線が環状線になった年と

まったく同じです。しかし、その現在、こ

の二つの路線の状態を比較すると、これは

保線作業員の数と技術力が圧倒的に異なっ

ていることがわかります。一体どうしてこ

れほどの違いが生じたのでしょうか ? あら

ゆる領域で、近代化、工業化には一部のエ

リート的指導者や高度人材を除けば、現場

での維持改善や改良運動を通じてその業務

を発展させるいわゆる中間人材の確保にか

かっています。

日本ミャンマー協会ミャンマー総合研究所は今年度、ミャンマーにおける職業技術教育・
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副会長は、ミャンマーの民主化、近代化を後押しするためにも、日本が官民を挙げて同国に
おける職業訓練機関の早期整備を支援する必要があるとの指摘を行っています。( 以下、談 )
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先般、バルーチャン第二水力発電所の補

修工事の竣工式に出席してきました。同発

電所は、1960 年に完成、その後 1987 年

に円借款支援による補修を行っていますが、

さらに今回約 66 億円もの資金を投入しない

と正常な機能が戻ってこないという事態に

直面していました。そこには、もちろん部

品供給などの資材調達の問題もありますが、

やはり現場の労働者をちゃんと育ててこな

かったことにも大きく起因しているように

思います。 

この点について言えば、ミャンマーには

工業高校がきわめて少ない。日本のような

国立工業高等専門学校のような学校もない。

また、自動車整備士学校もほとんどありま

せん。あるいは建設業関係の専門学校もな

い。その上、ヤンゴン工科大学など工業系

の大学を出た人は、生産工程で技能を身に

つけていくというようなことはやらない傾

向があるようです。明治維新期以降の日本

では、大学卒の技術者であっても、まずは
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現場で実習を積むことから始めるのが当たり

前だったのですが、ミャンマーにはそうした

文化も欠けているように見えます。 

ヤンゴンの町中では、青・壮年の男性であ

りながら、働いていない人を昼間からよく見

かけます。こういう人たちが、建設現場や自

動車整備工場などで働くようになることが

ミャンマーの発展のためにはきわめて重要だ

と思います。そのためには単に工場を作れば

いいというだけでなく、現在の工場システム

のなかで働けるだけの技能を持つ労働者が

育っていなければなりません。ティラワ工業

団地を造成する日本のゼネコンや下請け企業

が求める質の労働力、例えば建設機器を駆使

できる能力をもつことが重要だと思います。 

日本の場合は、自動車整備や、建設建築の

分野でも相当多岐にわたる国家資格がありま

す。やはりミャンマーにおいても国家資格制

度を作り、それらを取得できる専門学校、工

業学校、商業学校などの職業教育、実業教育

を行う必要があると考えています。

 労働者の数と質の確保が課題 
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これまで、私たちは、ミャンマー側にも

たびたびそのことを提起してきました。こ

れに対してミャンマー政府は各省庁所管の

職業訓練校はあるといいます。そこで私た

ちもいろいろなところを視察しました。た

とえば、ミャンマー各地には、ドイツやイ

ンド、中国、韓国など各国の ODA を使っ

て整備された職業訓練校があります。しか

し、ODA の支援期間が終わると、そこで一

切の進歩を止めてしまう傾向があるように

思います。そうであるなら、改めてカリキュ

ラムと資器材、そして教官を支援して、日

本で国際標準だとされる国家資格が取れる

レベルの技術を身につけられる職業訓練学

校へと再活性化したらいいのでなないか -。

これが、私たちがこれまで議論をしてきた

なかで達した一つの結論です。 

もちろん、ミャンマーの場合は地域的な

差もあるだろうし、どういう産業が育って

くるかという見通しやミャンマー政府の方

針もあるでしょう。そういう点も含めて調

査をして、必要な人材を早急に育成するこ

とが必要だと考えています。

ウイン・アウンミャンマー商工会議所会頭と

国際標準の資格と 

サービス産業にも目配りを

また、ミャンマーも今後は工業化だけで

なく、サービス産業の進展もグローバリゼー

ションのなかでは急速に進むものと思われ

ます。そのことも視野において、商業人材、

経営人材、あるいは医療看護介護の人材に

ついても、その育成支援が求められてくる

と思います。 

今後は、そのために先ず正確な実態を態

調査し、明確な目標を設定し、職業訓練校

のような具体的な人材養成機関を早期に整

備していくことが望ましいと思います。建

物や設備は、今ある訓練校のリノベーショ

ンをすることでも十分ではないかと思って

います。もちろん、ミャンマー産業界や地

元企業、さらに進出する日本企業のニーズ

も的確につかまなければなりません。それ

らを踏まえた人材養成機関、それも短期と

中長期の機関が必要だと思います。それこ

そが、NLD 政権の下でセカンドステージに

入ったミャンマーの民主化、近代化を具現

化する大きな手立てになると確信していま

す。




